
各委員提出資料 
 

 

目  次 

 

 

 

○ 池田委員提出資料       ・・・・・Ｐ． １ 

○ 岡本委員・中島委員提出資料  ・・・・・Ｐ． ３ 

○ 奥山委員提出資料       ・・・・・Ｐ． ７ 

○ 尾﨑委員提出資料       ・・・・・Ｐ． ９ 

○ 菊池委員提出資料       ・・・・・Ｐ．１５ 

○ 倉田委員提出資料       ・・・・・Ｐ．１７ 

○ 北條委員提出資料       ・・・・・Ｐ．２１ 

○ 渡邊委員提出資料       ・・・・・Ｐ．２３ 

 

子ども・子育て新システム検討会議作業グループ

基本制度ワーキングチーム（第１５回） 資料７

平成２３年１０月１８日 



                    平成２３年１０月１８日 

子供の最善の利益を保障するシステムの構築 

・・・義務教育及びその後の教育の基盤をつくる幼児期の学校教育の保障を・・・ 

 
                          全国国公立幼稚園長会 

 
  本会は、子ども・子育て新システムが、将来この国を担う人材育成という大き

な視点に立ち、幼児教育が人格形成の基礎をつくること、義務教育及びその後の

教育の基盤となっていくことの重要性を十分踏まえて検討され、３歳以上の全て

の子供に保障されるべき幼児期の学校教育は、小・中学校と同様、学校教育体系

に位置付くものとして最終まとめがなされることを強く願うものである。 
  特に、創設される総合施設（仮称）においては学校教育が義務付けられること

を踏まえ、現行の幼稚園教育要領の趣旨に沿った幼児期の学校教育が確実に実施

できるよう、教育と福祉の両面を十分考慮した検討をお願いしたい。 
以下に、残された検討課題のうち、今回の議題に沿って意見を述べる。 

 
記 

 

＜国の基準と地方の裁量の関係について＞  
１ 教育の持続性・確実性・公共性・平等性確保のため、国や都道府県の適切な関与を義

務付け、教育の地域格差が生じないようにする。その上で、市町村が実態に応じた施

策を柔軟に実施できるようにする。 

幼稚園は子供が出会う初めての学校であり、義務教育に接続する重要な教育を担

っている。総合施設（仮称）における学校教育も同様である。指導監督、評価、設

置基準、研修、身分、人事服務等の制度を国と地方の役割分担の中で具体的に整え、

教育の持続性・確実性・公共性等が担保される必要がある。 

特に教育委員会の関与や評価の義務化など、外部の目が教育・保育の現場に入る

システムの構築、学級担任制や教育公務員としての身分保障は、質の維持・向上を

左右するので、高い水準での設計を確実にする必要がある。長期的視野で、中間と

りまとめに示された具体的制度設計を実現していただきたい。  

 

２ 基本指針（仮称）の策定等、子ども・子育てに関する国としての方針を示し、多様な

施設類型のこども園が、それぞれの地域や保護者の実態に応じた役割を適切に果たす

ことができるようにする。 

   子育ての現場には保護者の多様なニーズが存在し、施設の在り方も様々な形が求め

られている。施設類型に沿った幼稚園教育要領や保育所保育指針、総合施設保育要領

は当然必要であるが、国としてどういう子ども・子育てを目指すのか、その方向性を

基本指針（仮称）によって共有することで、教育・保育の重要性への認識が高まり、
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国民の理解が深まると考える。 

３ 事業計画の策定に当たっては、教育、福祉、保護者への子育て支援など、その目的を

おさえた上で、地域の実情に応じた事業を盛り込む。 

   事業計画には、０歳から成人するまでの子どもの成長を見通した成育環境を整える

ことが求められるだろうが、子ども・子育てにおいても地域には多様なニーズが存在

すると考える。その中で、子どもの最善の利益としての各発達段階に応じた教育を受

ける権利や児童福祉、さらには特別支援を要する子どもや経済的な支援を要する子ど

もへの対応などを最優先していくことが大切である。子どもの豊かな育ち、人材育成

は、地域を活性化させ、日本の未来を支えていく底力となると考える。 

 

＜指定制における指定や総合施設（仮称）の認可等の主体のあり方について＞ 
１ 国の定めた全国一律の基準に沿い、都道府県が主体となって行う。 

総合施設（仮称）における３歳以上児には幼児期の学校教育が義務付けられている。

その質の確保と公共性や確実性等の視点からは、指定・指導監督においては都道府県、

また、認可・指導監督においても、同様の理由から都道府県がよいと考える。 

 
＜その他＞ 
１ 質の維持・向上のための十分な財政措置と財源確保の保障をする。 

   ３０人学級の実現や施設・設備の確保・充実など、学校教育・保育の質の維持・向

上のためには、十分な財政基盤が必要である。長期的な見通しに立った計画的・段階

的な整備が必要であるので、国としての計画を示し、できる限りの財政措置を講じる

とともに、市町村への子ども・子育て包括交付金が確実に子供のために使われ、公の

支援が子供自身に確実に届く制度にしていただきたい。 

 

２ 保護者の多様な生き方、地域で社会貢献して生きる姿を大切にする。 

   子育てを通して地域社会とかかわりたいと考える人の生き方が認められるべきで

ある。様々な価値観をもった家庭が地域に存在することで、地域コミュニテイーが活

性化し、子供の健全育成も図られる。「ゆりかごから墓場まで」の風潮は無縁社会に

つながる。保護者が、４～5 時間の幼児教育と長時間保育を自由に安心して選択でき

るようにしていただきたい。 

 

３ 子供の健やかな成長が保障される制度となるためには、保護者も含めた教育・保育現

場に不安や混乱を生じないように、十分な説明と準備期間を設ける。 

   子ども・子育て新システムについての理念と制度、そして現場での実践が円滑にな

るには時間が必要である。保護者も含めた教育・保育現場に正しい理解がなされるた

めにも、十分な説明と準備期間を設けていただきたい。 

 

2


	【資料７】各委員等提出資料表紙
	文書名 _s7-1



